2016年4月3日　NHK日曜討論を中心に
「取り消せ」「取り消さない」　岡田氏と高村氏が火花
朝日新聞デジタル2016年4月3日20時37分
　旧民主党など野党５党が提出した安全保障関連法廃止法案を国会で審議すべきかどうかをめぐり、民進党の岡田克也代表と自民党の高村正彦副総裁が３日のＮＨＫの番組で、発言を「取り消せ」「取り消さない」などと、激しくやり合う場面があった。
　参院選を前に、安保関連法が憲法違反だとの批判を再燃させたくない与党側は廃止法案の審議に後ろ向きだ。一方、廃止法案提出では足並みをそろえた野党側で、共産と歩調を合わせることに消極的な議員がいる民進党と、その他の党で温度差もある。やり取りは以下の通り。
　民進・岡田克也代表　（安全保障関連の）法律は施行されているが、撤回を求める姿勢に変わりはない。憲法違反のものが、時間が経てば憲法に合致するということになるわけではない。我々は白紙撤回を強く求めていかなければならない。
　自民・高村正彦副総裁　最初から合憲のものは合憲だ。この前の国会で２００時間にも及ぶ審議をし、与党だけでなく、野党３党も合意し成立した。国会（議員の）構成が変わっていないわけで、（廃止法案が）通る可能性は全くない。単なるプロパガンダで法案を出し、日米同盟にどれだけ悪い影響を与えるか、よく考えてもらいたい。
　岡田氏　安倍晋三首相は法律が成立したとき、「国民にこれからも丁寧に説明していく」と言ったが全く説明していない。
　高村氏　しています。
　岡田氏　（廃止）法案審議のなかで説明すればいい。
　高村氏　我々はずっと説明して回っている。
　共産・志位和夫委員長　（安保）法案を強行（で採決）した際、首相は「国民の理解を得ていないのは事実だ。今後も丁寧に説明していく」と約束した。我々はそれを求めて臨時国会を要求したが開かない。公式に（国会に）提出した廃止法案の審議もしないという。（与党は）「蒸し返す必要はない」というが、蒸し返さないわけにはいかない。憲法違反が国会審議を通じて明瞭になった。廃止法案を国民の前で堂々と審議して下さい。
　高村氏　２週間ぐらい前に自民党の国会対策委員会（の関係者）に「（廃止法案を）審議するの」と聞いたが、「日本共産党からは審議しろ」という話があるが、当時の民主党からは一度もない。ましてや、一部の民主党議員は「審議しないでくれ」とまで言ってきている、と（聞いた）。
　岡田氏　いったい何を根拠に言っているのか。失礼だ。きちっと誰が言ったか明確にしてください。
　高村氏　自民党国対（国会対策委員会）から聞いている。
　岡田氏　そんな失礼な話はない。取り消せ。
　高村氏　取り消さない。
　岡田氏　（根拠を）明確にしろ。
　高村氏　明確にしてもいい。
　志位氏　事実関係として（衆院）議運委員会の場で、民進党も共産党も共同して（審議すべきだと）要求している。これが事実だ。
　岡田氏　明確に誰がどういう場で言ったか。我々は審議を求めている。
　高村氏　自民党の国対から聞いたことは事実だ。自民党国対が私にウソをつく必要は全くない。
　公明・山口那津男代表　平和安全法制はすでに実施されている。米国だけではなく、欧州やアセアン諸国、インドやオーストラリアなども法制に賛同している。現実に北朝鮮の核実験が起き、度重なる弾道ミサイル発射が起きている状況で、日米同盟がしっかり機能する法制をつくったことは大事だ。廃止法案だけでは単に「平和安全法制に反対」ということの延長に過ぎない。国会会期は限られ、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）など優先課題を議論することで、もう精いっぱいだ。
　おおさか維新・片山虎之助共同代表　審議すればいいと思うが、私もちゃんとした根拠はないが、いろんな人から「どうも与党も野党もやりたくないらしい」といううわさが流れている。これだけ多くの人たちが「違憲」と言って、やっぱり違憲だ。だから、せめて多くの人が「まあその辺なら合憲かな」というところに修正すべきだ。集団的自衛権をもう少し限定的、抑制的にし、米艦防護などを中心に日本の周辺で（行使する）と修正すべきだ。堂々と審議すべきことはやったらいい。
　岡田氏　根拠のないこと言ったらダメだ。公共放送の場で言うの間違っている。
「安保法制、施行されても違憲は違憲」　民進・岡田代表
朝日新聞デジタル2016年4月3日18時40分
■岡田克也・民進党代表
　安全保障法制は施行されているが、その取り消し・撤回を求める姿勢には変わりはない。憲法違反のものが、時間が経てば憲法に合致するということにはならない。憲法違反は憲法違反。したがって我々は、白紙撤回することを強く求めていかなければならない。
　（高村正彦・自民党副総裁が、一部の民進党議員が廃止法案を審議しないよう与党側に求めていると指摘したことを受けて）いったい何を根拠にそんなことを言っているのか。そんな失礼な話はない。取り消せ。（３日、ＮＨＫの番組で）
安保法廃止案「単なるプロパガンダ」　自民・高村副総裁
朝日新聞デジタル2016年4月3日16時57分
■高村正彦・自民党副総裁
　（安全保障関連法は）最初から合憲のものは合憲だ。この前の国会で２００時間にも及ぶ審議をして、与党だけでなく野党３党も合意して成立した。国会（議員）の構成が変わってないわけだから、（廃止法案が）通る可能性は全くない。単なるプロパガンダで法案を出し、日米同盟にどれだけ悪影響を与えるか、よく考えてもらいたい。
　憲法改正は最終的に国民投票で決める。国会で３分の２の勢力があって、発議を強引にやったら、国民投票で２分の１（の賛成）は取れっこない。ある程度、国民の２分の１が取れそうな形にやっていく。憲法９条（の改正）なんてものは、そんなに簡単にできるものではない。
　自民党憲法改正草案をいっぺんに（国会に）出して、そんなものが未来永劫（えいごう）通るとは思っていない。ひとつひとつ、国民の理解が得られるものからやっていく。（草案で）「公益及び公の秩序」（に反しない限り人権は尊重される）とあるのは、いまの憲法の「公共の福祉」という言葉を分かりにくいから置き換えただけだ。
　（消費税率１０％への引き上げを）選挙のために先送りすると、自民党の中でそういう議論があるという人がいるけれども、私は聞いたことがない。そんなことを言った途端に選挙に負けちゃうに決まっている。そんなこと誰も考えてない。選挙のために先送りなんてあり得ない。（ＮＨＫの番組で）
共産党 　同日選なら「衆院選でも選挙協力」
毎日新聞2016年4月3日　18時02分（最終更新　4月3日　18時02分）
　共産党の志位和夫委員長は３日、ＮＨＫの討論番組で、夏の参院選が衆院選との同日選になった場合、「衆院の小選挙区でも選挙協力をやって、安倍政権を衆参ともに少数に追い込む」と述べ、民進党など他の野党との選挙協力を進める意欲を示した。 
　共産党は夏の参院選で改選数１の１人区の独自候補を原則、取り下げる野党共闘を進めている。一方、次期衆院選では独自候補を積極擁立する方針を先月２８日に決めた。 
　志位氏の発言は、安倍晋三首相が同日選に踏み切った場合、対立軸を明確にするため野党共闘を優先する考えを示したもの。志位氏は同日選を「邪道で権力の乱用だ」と批判し、「小選挙区でもきちんとした合意ができれば（他の野党と）相互に支援し合うことになる」とも語った。【松本晃】 
消費増税「再延期なら退陣を」　民進代表 
日経新聞2016/4/3 20:00
　民進党の岡田克也代表は３日のＮＨＫ番組で、安倍晋三首相が2017年４月に予定する消費増税を再延期するなら退陣すべきだとの意向を表明した。「（首相は）14年の衆院解散時に『次は必ず引き上げる』と断言した。延期なら明らかな公約違反で辞任に値する」と述べた。
　自民党の高村正彦副総裁は「簡単に先送りすることはあり得ない」と指摘。「今の世界経済はそこまで至っていない」と語った。公明党の山口那津男代表も「国際社会に財政健全化の信認を確保するのは大事だ」として、予定通り引き上げるべきだとの認識を示した。
　岡田氏は衆参同日選の可能性にも触れ「選挙に有利だと（再増税を）先送りするなら政治の劣化を招く」とけん制。高村氏は「選挙のために先送りすると言った途端に負ける。同日選と増税先送りをリンクして考える必要はない」と語った。
　一方、高村氏は同じ仕事なら同じ賃金を支払う「同一労働同一賃金」の実現に向け、関連法の改正を検討する考えを示した。「今の賃金格差は社会的に許容できない。指針も作り、法改正にも踏み込む」と指摘し、山口氏も「均等に待遇するため、法改正を準備する必要がある」と強調した。労働基準法やパートタイム労働法、労働契約法などの改正を念頭に置く。
安保法廃止法案巡り高村氏「審議しろとの話ない」　野党猛反発 
日経新聞2016/4/3 18:31
　３日のＮＨＫ番組で、自民党の高村正彦副総裁が、当時の民主党を含む野党５党が提出した安全保障関連法廃止法案について「旧民主党から審議しろという話はないし、一部の議員から審議しないでくれとの声があった」と述べ、民進党の岡田克也代表が猛反発する一幕があった。
　岡田氏は「一体、何を根拠に言っているのか。失礼だ。取り消せ」と強く反論。「我々はきちんと審議を求めている」と発言の撤回を求めたが、高村氏は「取り消さない」と受け入れなかった。
同一労働同一賃金実現へ「法改正を」　自公 
日経新聞2016/4/3 18:03
　自民党の高村正彦副総裁は３日のＮＨＫ番組で、同じ仕事なら同じ賃金を支払う「同一労働同一賃金」の実現に向け、関連法の改正を検討する方針を表明した。「今の賃金格差は社会的に許容できない。指針も作り、法改正にも踏み込む」と述べた。公明党の山口那津男代表も「均等に待遇するため、法改正を準備する必要がある」との認識を示した。
　関連法は労働基準法やパートタイム労働法、労働契約法などを念頭に置く。秋の臨時国会での成立をめざす。
民進・岡田代表、消費増税再延期なら「首相辞任に値する」 
日経新聞2016/4/3 12:59
　民進党の岡田克也代表は３日午前のＮＨＫ番組で、来年４月の消費税率10％引き上げを再延期する場合、内閣総辞職すべきだとの認識を示した。前回延期を打ち出した2014年衆院選に関して「（首相は）次はリーマン・ショックのようなことがない限り必ずやると言った。選挙公約の重要な部分だ」と指摘。「さらに延期となれば明らかな公約違反。首相は辞任に値する」と述べた。
　岡田氏は「選挙のために先送りしたら有利ではないか、衆参同日選を打てるのではないかという、たちの悪い議論は政治の劣化を招く」と強調。消費増税再延期を問うための解散をけん制した。
　一方で野党に関しても「（政府・与党より）先に先送りを言ってしまえというのはおかしな話」と語った。消費税率引き上げ凍結法案の提出を目指す一部野党の動きを意識した発言とみられる。
　岡田氏は「経済状態もかなり厳しいことは間違いない。苦渋の決断だが、先延ばしということも一つの選択肢になってくると言わざるを得ない」との認識も示した。
産経新聞2016.4.3 14:01更新 
「取り消せ！」「取り消さない！」　自民・高村氏と民進・岡田氏、安保法廃止法案めぐりＮＨＫで“舌戦”　おおさか維新・片山氏も参戦し…

高村正彦氏＝国会内（斎藤良雄撮影）
　自民党の高村正彦副総裁と民進党の岡田克也代表が４月３日のＮＨＫ番組で、今年２月に野党５党（当時）が共同提出した安全保障関連法の廃止法案をめぐり、つばぜりあいを繰り広げた。高村氏が「一部の民主党（現民進党）議員が『審議しないでくれ』と言ってきた」と暴露したのに対し、岡田氏は「取り消せ！」と猛反発。民進党内には、共産党や社民党との安保政策の不一致が露呈することを恐れ、廃止法案の審議入りに消極的な声もあったとされる。それだけに、双方とも一歩も引かず、おおさか維新の会の片山虎之助共同代表まで参戦し、バトルは泥沼の様相に…。
　◇　
　－－野党は廃止法案の審議を求めているが
　高村氏「私ねぇ、２週間くらい前に自民党の国対に『これ、審議するの？』って聞いたことがあるんです。そうしたら『共産党からは審議しろっていう話がどんどんあるけれども、（当時の）民主党からは一度もそういう話はない』と。『一部の民主党の議員は審議しないでくれとまで言ってきている』と」
　岡田氏「何を根拠にそんなこと言ってるんですか！　失礼でしょ！」
　高村氏「私はそれを自民党の国対から…」
　岡田氏「きちっと誰が言ったか明確にしてください！」
　高村氏「自民党の国対から聞いていると」
　岡田氏「そんな失礼な話はない！　取り消せ！」
　高村氏「取り消さない！　自民党の国対がウソついたかどうかって話を…」
　岡田氏「明確にしろ！」
　共産党の志位和委員長「事実関係としてですね、衆院議院運営委員会の場で、民進党も共産党もみんな共同して…」
　岡田氏「明確に誰がどうしたか、どういう場で言ったか（を高村氏は明らかにすべきだ）。われわれはきちんと審議を求めていますから」
　高村氏「私が自民党国対から聞いたということは事実です。自民党の国対が私にウソをつく必要は全くないと思っています」
　－－片山氏に聞く。憲法改正議論も念頭に置きつつ安全保障関連法のことをどう考えるか
　片山氏「いろんな人から聞くに、どうも与党も野党もやりたくないらしいと。そういう噂が流れているんですよ、院内に。しかし、堂々と審議するのはね、私はやったらいいと思う。（野党内に審議を忌避する向きがあると）聞いてることは事実ですから。与野党ともやりたくないと。はっきり言っておきます」
　岡田氏「そんな根拠のないことを言っちゃダメですよ、片山さん」
　片山氏「聞いてるんだから」
　岡田氏「『聞いている話』で、こういう公共放送の場で言うのは間違ってますよ」
　片山氏「（発言者不詳の『あなたは野党ですか？』との問いに対し）野党だよ！」
産経新聞2016.4.3 12:04更新 
消費増税で自民・高村氏「簡単な先送りあり得ない」
　自民党の高村正彦副総裁は３日のＮＨＫ番組で、来年４月に予定される消費税増税の再延期論に関し「簡単な先送りはあり得ない」との認識を示した。安倍晋三首相がリーマン・ショック級の事態が発生しない限り、引き上げる方針を示していることを踏まえ「今の世界経済の縮小はそれ（に該当する状態）に至っていない」と述べた。
　公明党の山口那津男代表は「予定通りに引き上げるのが、政府が取り組むべきことだ」と指摘した。
　民進党の岡田克也代表は、首相が再増税を延期するなら引責辞任すべきだと強調した。「前回衆院解散した際に、次は必ず上げると断言した。延期なら公約違反で、首相は辞任に値する」と述べた。
高村氏「簡単な先送りない」　17年4月消費増税

共同通信2016/4/3 11:54

　自民党の高村正彦副総裁は3日のNHK番組で、来年4月に予定される消費税増税の再延期論に関し「簡単な先送りはあり得ない」との認識を示した。安倍晋三首相がリーマン・ショック級の事態が発生しない限り、引き上げる方針を示していることを踏まえ「今の世界経済の縮小はそれ（に該当する状態）に至っていない」と述べた。

　公明党の山口那津男代表は「予定通りに引き上げるのが、政府が取り組むべきことだ」と指摘した。

　民進党の岡田克也代表は、首相が再増税を延期するなら引責辞任すべきだと強調した。

民進・岡田代表、再延期なら安倍首相辞任を＝消費増税、自公「予定通り」
　与野党９党の党首らは３日のＮＨＫ番組で、来年４月の消費税率１０％引き上げの是非などをめぐり論戦を交わした。民進党の岡田克也代表は、安倍晋三首相が増税再延期を決めた場合について、「明らかな公約違反だ。（衆院を）解散するのではなく、辞任に値する」と述べ、内閣総辞職すべきだとの認識を明らかにした。
　岡田氏は、首相が２０１４年１１月に増税を１７年４月へ先送りし、「信を問う」として衆院解散を表明したことに言及し、「『次（１７年４月）は必ずやります、断言する』と言っていた」と指摘。同時に「選挙のために先送りしたら有利ではないか、（衆参）ダブル選挙を打てる、というたちの悪い議論は政治の劣化を招く」と首相をけん制した。
　増税の是非そのものに関しては、「国際的な要請に基づいて、世界の経済のために苦渋の決断で先送りせざるを得ない、という可能性はかなりある」との認識を示し、民進党の立場については「先延ばしも一つの選択肢だが、現時点では決めていない」と説明した。
　自民党の高村正彦副総裁、公明党の山口那津男代表はともにリーマン・ショックや大震災などの事態がない限り、予定通り引き上げるべきだと強調。高村氏は「現時点でリーマン・ショックほどのことにはなっていない」と語り、山口氏も「今、先送りうんぬんを判断する状況にはない。環境を整えて予定通り引き上げていくというのが政府の取り組むべきことだ」と同調した。（時事通信2016/04/03-14:32）
衆院選野党共闘に意欲＝志位共産委員長
　共産党の志位和夫委員長は３日のＮＨＫ番組で、夏の参院選と同時に衆院解散・総選挙が行われる場合の対応について「衆院小選挙区でも選挙協力をやって、安倍政権を衆参ともに少数に追い込む決意で臨む」と述べ、民進党などとの共闘に意欲を示した。　
　志位氏は「衆参同日選は邪道だが、そうなった場合も野党が勝てる態勢をつくる必要がある」と強調。「小選挙区でもきちんとした合意ができれば、それぞれが相互に支援し合うことになる」と語った。（時事通信2016/04/03-13:12）
消費税率引き上げ巡り各党が議論
NHK4月3日 12時08分
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ＮＨＫの番組「日曜討論」で、来年４月の消費税率の引き上げを巡り、自民党は、現時点では、先送りを判断するような経済状況ではないとして、予定どおり実施すべきだという考えを示す一方、民進党は、安倍総理大臣が先送りを判断した場合、明らかな公約違反に当たるとして、総理大臣を辞任すべきだという考えを示しました。
このうち、自民党の高村副総裁は、来年４月に予定されている消費税率の１０％への引き上げについて、「リーマンショックや東日本大震災のような、大きなインパクトのあることがないかぎり、引き上げるべきだ。世界経済の縮小などいろいろあるが、少なくとも現時点で、リーマンショックほどの状況にはなっていない。自民党内に、選挙のために先送りを求める声があると言うが、聞いたことがなく、そんなことを言ったとたんに選挙に負けてしまう。衆参同日選挙と先送りをリンクして考える必要はないだろう」と述べました。
　公明党の山口代表は、「簡単に消費税率の引き上げを先送りすべきではないと思うし、安倍総理大臣は、『重大な事態が起きないかぎりやる』と言っている。仮に起きた場合には、分析して、政治判断もして、法改正もやらなければならないが、今、重大な事態が発生している状況ではないという認識が基本だ」と述べました。
　民進党の岡田代表は、「行政改革が全くなされてなく、経済状態がかなり厳しいことは間違いないので、苦渋の決断だが、引き上げの先延ばしも１つの選択肢になってくると言わざるをえない。ただ、安倍総理大臣が仮に引き上げを延期するのであれば、明らかな公約違反なので、衆議院を解散するのではなくて、辞任に値すると思っている」と述べました。
　共産党の志位委員長は、「消費税率の１０％への引き上げは中止すべきだ。そして、大企業への減税というばらまきをやめ、富裕層や大企業に応分の負担を求める税制改革を行って、国民の暮らしを支え、財源を作ることに切り替えるべきだ」と述べました。
　おおさか維新の会の片山共同代表は、「今の景気では元も子も取れず、何のために税率を上げるのかということになる。景気回復と身を切る改革、軽減税率に伴う財源確保の３つを手当てする必要があり、そうでなければ、引き上げの延期に賛成だ」と述べました。
　社民党の吉田党首は、「消費増税には反対だ。ただ、安倍総理大臣は、『必ず２０１７年４月に消費税を１０％にする、そのための経済状況を作っていく』と言っており、延期するのであれば責任をとって内閣を総辞職すべきだ」と述べました。
　生活の党と山本太郎となかまたちの山本共同代表は、「引き上げの延期が実際に行われれば、『アベノミクスが終わった、妄想だった』と宣言するのと同じだ。ダイヤモンドから紙おむつまで同じ税率なんてありえず、こんな不平等な税制はありえない」と述べました。
　日本のこころを大切にする党の中山代表は、「消費税率の引き上げ自体に反対だ。税率が上がることが、消費マインドに非常な悪影響を与えているので、早々に引き上げの延期を宣言することが、景気回復の最大のポイントだ」と述べました。
　新党改革の荒井代表は、「今回、引き上げて、その影響が何年にもわたるとリーマンショック級のマイナスもありえるので、消費税率の引き上げは再延期すべきだ」と述べました。
参院選 　野党一本化、１５選挙区…３２の１人区　本紙調査
毎日新聞2016年4月3日　09時09分（最終更新　4月3日　11時14分）
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参院選「１人区」での野党の選挙協力
　夏の参院選に向け、全国で３２の「１人区」（改選数１）のうち１５選挙区で民進党と共産党を中心にした野党の候補者一本化が確実になったことが分かった。両党による協議が進んでいる選挙区も１０あり、「統一候補」はさらに増える可能性が高い。参院選では１人区の勝敗が選挙戦全体の結果を左右する傾向が強く、２０１３年の前回参院選で「自民党１強」を選んだ民意が変わるかどうかが注目される。【葛西大博、門田陽介】 
　毎日新聞が２日現在で１人区の情勢をまとめた。民進、共産、生活、社民４党が候補者の一本化で合意（大筋合意も含む）した１５選挙区の立候補予定者は無所属が９人、民進党が５人、生活の党が１人。市民団体などが推す無所属の立候補予定者を各党が相乗りで支援する形が広がっていることが分かる。 
　単純には比較できないが、１３年参院選の結果を基に試算すると、１５選挙区のうち宮城、山形、栃木、新潟、山梨、長野の６選挙区で野党の合計得票数が自民党を上回る。 
　民進党結成前の野党５党は３月２５日、青森、徳島・高知、宮崎など７選挙区で統一候補を支援する方針を確認したが、県レベルでは合意がさらに進んでいる。 
　逆に協議が難航しているのは７選挙区。民進党や連合の県組織に共産党へのアレルギーが強いのが主な原因だ。奈良では民進、共産両党が協力を探っているものの、おおさか維新の会が候補者を擁立するため、野党票が分散する。一方、愛媛では今後、民進党の元衆院議員擁立で野党がまとまる余地がある。 
　民進党の岡田克也代表は参院選に向け、統一候補を新党結成と並ぶ「車の両輪」と位置付けている。共産党の志位和夫委員長は３月３１日の記者会見で「１人区の共闘態勢を作るのに全力を挙げる」と重ねて強調した。 
　１３年参院選の１人区（当時は３１選挙区）で２９勝２敗と圧勝した自民党は、野党の動きに警戒を強めている。麻生太郎副総理兼財務相は２日、福岡市で開かれた党県連大会で「自民党は参院（定数２４２）で単独過半数を持っていない。自民党で過半数を得たい」と、非改選を含めて参院の１２２議席（現在１１５議席）以上を目指す考えを示した。目標を高く設定し、引き締めを図ったとみられる。３月３１日の同党額賀派の会合では「東北を中心に１人区は厳しくなってきた」との意見が出た。安倍晋三首相が最近、「自公」対「民共」を繰り返し強調するのも、危機感のあらわれといえる。 
